
令和　　　　　年度 種類別明細書(増加資産・全資産用） 第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

提
出
用

※　　　　　　所　有　者　コ　ー　ド ※ 所　　有　　者　　氏　　名 　　枚のうち

※課税標準額
増加
事由 摘要

　　枚　　目

行
番
号

資産
 の

種類
資産コード 資　産　の　名　称　等

数
量

取得年月
取得価額　（ｲ）

耐用
年数

率 コード

０１

減価残
存率（ﾛ） 価　　　額　（ﾊ）

※ 課 税 標 準
の 特 例

十億 百万 千

年号 年 月
円円

０．

十億 百万 千

３・４

円
１・２

十億 百万 千

０２
１・２

３・４

０３

０．

０．

３・４

０４

１・２

０．
１・２

３・４

０５
１・２

３・４

０６

０．

０．

３・４

０７

１・２

０．
１・２

３・４

０８
１・２

３・４

０９

０．

０．

３・４

１０

１・２

０．
１・２

３・４

１１
１・２

３・４

１２

０．

０．

３・４

１３

１・２

０．
１・２

３・４

１４
１・２

３・４

１５

０．

０．

３・４

１６

１・２

０．
１・２

３・４

１７
１・２

３・４

１８

０．

０．

３・４

１９

１・２

０．
１・２

３・４

２０
１・２

３・４

小　　計

０．

紀の川市

注意　「増加事由」の欄は、１新品取得、２中古品取得、３移動による受入れ、４その他のいずれかに○印を付けてください。



アスファルト舗装 1 5 7 1 1 1 0

ブロック塀 1 5 7 1 1 1 5

旋盤 2 5 7 4 1 2

太陽光発電設備 1 5 7 4 1 7

溶接機 3 5 7 1 1 1 2

応接セット 1 5 7 1 1 8

エアコン 2 5 7 5 6

コピー機 1 5 7 8 5

パソコン 1 5 7 2 4

第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

提
出
用

※　　　　　　所　有　者　コ　ー　ド ※ 所　　有　　者　　氏　　名 １　枚のうち

株式会社　○○○製作所 １　 枚　　目

行

番

号

資産

 の

種類
資産コード 資　産　の　名　称　等

数
量

取得年月
取得価額　（ｲ） 摘要

年号 年 月

円 十億 百万 千 円 １・２

令和　8　年度 種類別明細書(増加資産・全資産用）

３・４

率 コード

耐用

年数

減価残

存率

（ﾛ）
価　　　額　（ﾊ）

※課税標準

の特例 ※課税標準額
増加

事由

０１ 1

600

2 000 000

十億 百万 千 円

０．

10 000

０２ 1

十億 百万 千

１・２

３・４

０３ 2

000 ０．
１・２

３・４

０４ 2 5 000 000

000 ０．

1 500 000 ０．

３・４

０５ 2

１・２

０．
１・２

３・４

500 000
０６ 6

１・２

３・４

０７ 6

０．

400 000

500 000 ０．

３・４

０８ 6

１・２

０．
１・２

３・４

500 000
０９ 6

１・２

３・４

１０

０．

０．

３・４

１１

１・２

０．
１・２

３・４

１２
１・２

３・４

１３

０．

０．

３・４

１４

１・２

０．
１・２

３・４

１５
１・２

３・４

１６

０．

０．

３・４

１７

１・２

０．
１・２

３・４

１８
１・２

３・４

１９

０．

０．

３・４

２０

１・２

０．
１・２

３・４

注意　「増加事由」の欄は、１新品取得、２中古品取得、３異動による受入れ、４その他のいずれかに○印を付けてください。

000
小　　計

21 000

記載不要

申告書の取得価格（ﾊ）の合
計と一致します。

記
載
不
要

申告年度を記載してください。

各資産に対応する数字を記
載してください。
１－構築物
２－機械及び装置
３－船舶
４－航空機
５－車両及び運搬具
６－工具、器具及び備品

該当資産の名称、規格等を資産の種類
順に記載してください。

漢字、数字、ひらがな、カタカナ、アルファ
ベット等を使用し、左詰めでていねいに記
載してください。

記 載 例 該当資産の数量を単位をつけ
ずに記載してください。

取得した年月を記
載してください。

年号については、
明治 → 1
大正 → 2
昭和 → 3
平成 → 4
令和 → 5
とし、対応する数字
を記載してください。

増加資産を○で囲んでください
（初めて申告される場合は全資
産に○）。

当該資産の取得価額を右詰めに記載してください。
なお、「取得価格」は、償却資産を取得するために通常支出すべき金

額（当該資産の引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税、
据付費その他当該資産を事業の用に供するために直接要した費用を
含む。）をいいます。

また、法人税法及び所得税法の規定による、いわゆる圧縮記帳につ
いては認められていませんので、当該圧縮額を含めた実際の取得価
格を記載してください。

該当資産に適用する耐用年数を、法定耐
用年数（「減価償却資産の耐用年数に関
する省令」別表１、２及び５、６）に基づいて
記載してください。

所有者名を記載して
ください。

○枚のうち、○枚目とい
うようにページ数を記載
してください。

増加事由について、該当
する番号を○で囲んでく
ださい。
１－新品取得
２－中古品取得
３－移動による受入れ
４－その他

該当資産について、次のような
事項を記載してください。
①課税標準の特例がある資産
について、その適用条項
②増加償却を行っている資産に
ついては、その旨の表示
③その他該当資産の価格の決
定にあたって必要な事項

記入する必要はありません。
ただし、電算処理により全資産を申告される
方は記載してください。
※増加償却及び課税標準の特例を適用される

場合は、それらを加味した価格及び課税標準
額を記載してください。


